





















暮らせる環境を整える必要がある」（産経新聞社説　2018 年 12 月９日）と訴える。また、朝日
新聞は「文化や言葉の違いを超え、同じ社会でともに生きていく覚悟と準備が求められる」（朝
日新聞社説　2018 年 12 月８日）と、外国人労働者を受入れる日本国民の心構えの必要性を唱え
た。
　生活支援の中でも、言語的な問題への対処を訴えるメディアも多い。たとえば、「日本語教育
機関の質の向上なども欠かせない」（読売新聞社説　2018 年 12 月 27 日）という主張や「外国人
への生活支援や日本語教育なども含む総合的な政策パッケージを早急に法案化し、来年の通常国

























住労働者とその家族の権利の保護に関する国際条約（International Convention on the Protection 


































































































































が多い。たとえば、2005 年から 2006 年にかけて１県 11 都市に対して行われた「外国人の子ど
もの不就学実態調査」（文部科学省ウェブサイト b）では、公立学校にも外国人学校にも通って
いない「不就学」の外国人児童の割合が平均して 1.1％と低い一方、「転出・出国等」で連絡が取




























































































2  リーマンショック後に在日ブラジル人の数は減少し、2009 年には 26 万人、2010 年には 23 万人になり、
2018 年上半期の統計では 19 万人まで減少している（法務省統計）。
3 文部科学省は、こうした学校を「各種学校」として認可する働きかけを行い、2011 年までには 12 校の
ブラジル人学校が認可された（文部科学省ウェブサイト a）。
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